
都市再生緊急整備地域（62地域 8,037ha：うち特定都市再生緊急整備地域 11地域 3,607ha) 

仙台市 2地域 125ha 

さいたま市 川口市 2地域 115ha 

東京都 7地域 2,760ha 

東京都心・臨海地域  1,991ha 
新宿駅周辺地域 220ha 
渋谷駅周辺地域 139ha 
品川駅・田町駅周辺地域 184ha 

千葉市 柏市 
4地域 185ha 

横浜市 4地域 286ha 
川崎市 3地域 534ha 
藤沢市 相模原市 厚木市 3地域 86ha 
 

横浜都心・臨海地域 233ha 
川崎殿町・大師河原地域 43ha 

静岡市 浜松市 2地域 91ha 

岐阜市 1地域 30ha 

名古屋市 3地域 554ha 

名古屋駅周辺・伏見・栄地域 286ha 

京都市 向日市 長岡京市 4地域 338ha 

神戸市 尼崎市 4地域 416ha 

大阪市 堺市 豊中市 高槻市 守口市 寝屋川市 13地域 1,133ha 

大阪駅周辺･中之島･御堂筋周辺地域 82ha 
大阪コスモスクエア駅周辺地域 53ha 

岡山市 1地域 113ha 

広島市 福山市 2地域 84ha 

高松市 1地域 51ha 

福岡市 2地域 790ha 
北九州市 2地域 110ha 

福岡都心地域 231ha 

那覇市 
1地域 11ha 

札幌市 1地域 225ha 

札幌都心地域 145ha 

都市再生緊急整備地域 

特定都市再生緊急整備地域 

凡例 

＜おもな特例措置の適用＞ 
 

民間都市再生事業計画 ６５計画 
札幌・川口・東京(32)・横浜(3)・川崎(3)・藤沢・相模原・ 
名古屋(5)・京都・大阪(9)・堺・豊中・守口・神戸・ 
岡山・広島・高松・福岡 
 

都市再生特別地区 ６３地区 
札幌(2)・仙台(2)・東京(26)・横浜・岐阜・浜松・名古屋(6)・
大阪(16)・高槻・神戸・広島(3)・高松(2)・北九州 
 

国際競争拠点都市整備事業 ６事業 
東京(4)・名古屋・福岡 

平成２５年７月１２日現在 


